











































では英国を中心に基礎的文献 (CW 1979; Bullen 




















































































































































































































































































年 8月の 5.03億ドルから 1940年 12月 1.08億ド











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































用枠の設定 (CW 1979: 1–3)。
こうした困難を乗り切るうえでケインズが紙幅
を割いて論じるのがポンド地域の現状とその修正











































































































































 1 フォーデは、ケインズが 1944年 1月の文書で、ポンド地域諸国のドル資金利用を各国が稼得したドル水準に制限する
措置を講ずる必要があると、政策提言したと記されているが誤りであろう。ケインズがこの提言を打ち出すのは、この

















































































































































































 2 全集 24巻の当該箇所の訳者は「第 7条」についてわざわざ「国際通貨基金憲章」であるとの訳注を挿入している（ケ





































































































































































































































































































































































































た (Skidelsky 2001: 371–2)。
⑷  ケインズの過渡期経済論―「第 3段階における
対外金融政策」（3月18日付）。

































れ 4月と 5月に書き改められるが、5月 15日に内
閣に提出された文書は、3月のものであった。か
かる文書が、この年の後半に行われる対米金融交

































































































































































































表 2　 ケインズのポンド残高処理策 
（単位 : 100万ポンド）
自由化 借り換え 償却
インド 250 750 500
エジプト 80 250 170
パレスチナ 25 70 35
イラク 15 25 40
オーストラリア 50 50 50
アイルランド 30 90 –
マレー・香港 100 30 –
その他直轄植民地 200 235 85
総計 750 1, 500 880
（出所 : CW 1979: 287）
 3 「公正」についてのスキデルスキーの記述では、カナダの 10億ドルと南アの 5億ドル、となっているが、スキデルスキ









































































































































































































された (CW 1979: 366, 377–411; Clarke 1982: 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































隔たりがあった」のである (Skidelsky 2001: 409; 


























































































































































































述べ、英国側を閉口させた (Bullen and Pelly 
1986: 145–7; Skidelsky 2001: 413–4)。
ケインズは、米国側の求めに応じて翌 20日に
は、結局、数字と融資条件を明らかにせざるをえ





































































































































































 8 だが、ハロッドのようにケインズの路線転換の契機を 1945年秋からの英米金融交渉におくのはいささか遅すぎるので
はないか。ケインズは 1943年の 9月～10月にかけて、第 3段階論への対応過程ですでにそのような立場への転換を図
っていたとみるべきではなかろうか。




























































































 10 この時期、武器貸与局長として英国側の不評を一身に集めていた L・クローリーが突然失脚するという事件（9月 28
日）が出来した。ケインズをはじめ英国側ではかかる事態に驚くと同時にこれを歓迎した。クローリーは、ケインズが



























き戻すことが彼の責任である (CW 1979: 502–8; 
Bullen and Pelly 1986: 155, 157–9; Moggridge 











































































































関わらせるべきではないとしていた (Bullen and 






































あることが判明する11 (Bullen and Pelly 1986: 





























る（「ﬁnancial pistol to obtain preference 








































and Pelly 1986: 205-7, 217; Pressnell 1986: 




















であろうか (Bullen and Pelly 1986: xiii)。
 12 交渉団の派遣にケインズは不満であったようだ。ロビンズは休む暇もなくケインズに英米金融会議に引っ張りだされ、
29日の日記に、ケインズ「公正」路線の破綻を見抜き、ケインズによってかけられた「公正」の魔法を解くのは容易で



























































































































さ れ る (Pressnell 1986: 290; Skidelsky 2001: 




















































































無かった (Skidelsky 2001: 418–422; Bullen and 




















会議の空気を和らげようとした (Bullen and Pelly 





























ドルが稀少となった場合 (Bullen and Pelly 1986: 




















































重な姿勢を崩さなかった。(Moggridge 1992: 805; 
Skidelsky 2001: 427–8)。
















さないこととする (CW 1979: 568; Bullen and 























ねない危険性があった (CW 1979: 568–9; Bullen 
and Pelly 1986: 269–71; Moggridge 1992: 806–
7; Skidelsky 2001: 428–9)。
本国に一時帰国したロビンズとホールパッチに
よってもたらされた新たな情報を得て、アトリー






















するほどであった (CW 1979: 584–5; Bullen and 





















反対であると表明した点である (Bullen & Pelly 

















































かう行為であった（CW 1979: 571–7, 577 note 
46
24; Mog g ridge 1992: 806–7; Skidelsky 2001: 















































題にしはじめたのである (USDS 1969: 157–62; 






































and Pelly 1986: 314, 315–6; CW 1979: 588–9; 





た金融協定草案を受け取る (Bullen and Pelly 
1986: 321 note3)。
この事情については興味深い記述がある。米国





















































りを爆発させた (Bullen and Pelly 1986: 321 
note3; USDS 1969: 164 note16; Pressnell 1986: 


























































求めていた (Bullen and Pelly 1986: 324–335; 
CW 1979: 588–90, 591; Moggridge 1992: 809–




渉の新しい局面と位置づけている (Bullen and 










融部会で 11月 18日付金融協定草案 draft memo-



















⑹　 ポンド地域合意 : 遅くとも 1946年末にポン
ド地域諸国間の経常取引を自由化する。


















































資金の手当は困難とみたのである (Bullen and 
Pelly 1986: 341–4; CW 1979: 629–33; Skidelsky 



































⒢　 戦時累積ポンド残高の処理 : 英国は、ケイン
ズのポンド残高の三区分に従い、日時を限定
せずに、その処理を約束する (Bullen and 
Pelly 86: 323–7, 328–9, 335–8, 338–341, 
















ない行為であると批判した (Pressnell 1986: 309–

























































































































(Bullen and Pelly 1986: 352–3, 354–6, 356–8, 
358–361; CW 1979: 595–7, 633–6; Pressnell 

















に付与するようにも求めたのである (CW 1979: 




































































である、① 1945年 11月 24日付電文 (No.11790)



















































































同調するとの強い決意を伝えていた (Bullen and 
















させようとしたのであろうか (Skidelsky 2001: : 









































であろうか (Pressnell 1986: 316)。
























(I) The Government of the United Kingdom 
54
will proceed not later than the end of 1946 
to make arrangements under which the 
sterling receipts from current transactions 
of all sterling area countries［省略］ will be 
freely a vail able for current transactions in 
any cur rency area without discrimination. 











6  Sterling Area Exchange Arrangements 
The Governmnt of the United Kingdom will 
complete arrangements as early as prac-
ticable  and in any case not later than the 
end of 1946 under which, immediately after 
the completion of such arrangements the 
sterling receipts from current transactions 
of all sterling area countries ［省略］ will be 
freely available for current transactions in 
any currency area without discrimination 











































電文を送付してきたのである (CW 1979: 600–4; 
Bullen and Pelly 1986: 405–8, 409, 410–11 ; 







 15 本国が proceedと completeとを使い分けていたことは、11月 29日文書の 6-IIIが次のような文章となっていたことか
らも明白である。“... when the arrangements contemplated above are completed any discriminations arising from 




















































金援助、からなっていた (Bullen and Pelly 1986: 
411–2, 414–9, 422–3; CW 1979: 636–40; USDS 














































　 「本協定の日からafter  the date  o f  this 
A gree ment」を「協定発効日から after effec-






































































する立場を変えようとはしなかった (USDS 1969: 





































































め協議する（Bullen and Pelly 1986: 424–5, 426, 























 16 ロビンズの 12月 2日の日記は、この日を次のように記している。解釈不能な個所もあるが、当日の様子をうかがい知
ることができる。「過酷な一日。カナダからの電話？　朝の会議。まさに予想通りの辱め。米国案の検討。グラント
















H・ドールトン (CW 1979: 604)





















































































































































































































11月 18日 11月 30日 協定
（ポンド地域為替合意の撤廃） 1946年末以内 同左 発効日から 1年以内





（対米輸入制限措置の撤廃） 1946年末以内 発効日から 1年以内 1946年末以内













































































 17 同一の文書であるのに、ケインズ全集第 24巻に掲載されている草案とバレンらが収録している文書とでは相違がみら
れる点を指摘しておこう。問題箇所は、ケインズ全集では次のようである。
  “(II) If the government of the U.K. accelerates releases or annual payments as described in 4(II) above in advance of 
the rate originally agreed, it will make an accelerated payment of an equal amount of the principal repayments in 
the next instalment due on this line of credit releases and annual payments of more than 175 million dollars per 
year under 4( I I ) (b )  above shall be considered as accelerated payment” (CW1979: 631).  問題となる全集の箇所は 2
つである。その一つは、instalmentと単数で表示されている語はバレン等の文書では複数扱いである。だが、これはさ
ほど大きな問題ではない。問題なのは、全集で credit releaseとつながっている箇所が、バレン等の資料では次のよう
になっている点である。“… due on this line of credit. Releases and annual repayments …” creditの後にピリオドが



















































ては、11月 18日、30 日草案がそれぞれ 1946年
内としていたものが、協定では協定発効日から 1
年以内と変更があった。原案のまま 1946年末ま






































































































協定では 2項構成で、第 1項は、ほぼ英国側の 11
月7日付「ポンド地域合意」に関する文書 (Bullen 



























“..., the Government of the United Kingdom 
agrees that, not later than one year after the 
effective date of this agreement unless a later 
date is agreed upon after consultation, any 
sterling balances available for payments, 
whether pursuant to settlement of  [or] 
otherwise, will be available for use in any 
























⑴ 発効日 : 米国議会が協定で合意された資金
を供すると英国政府に通告した日に発効す
る（結局、協定の発効日は 1946年 7月 15
日となる。）。
⑵  37.5億ドルの資金を供与する。資金は











⑷ 償還と利子 : 1951年 12月 31日に始まる
50年賦／年利2%。10億ドルの信用供与に
つき約 3182万ドル。


























































































































































議された (417 H. C. Deb. 422–558, 666–747; 138 



















































































































































 18 下院の票決結果についてガードナーは、賛成 343票、反対 100票、棄権 169票で、スキデルスキーもなぜかガードナー








































































































































































































































た」（ハロッド 1967: 675–7; Skidelsky 2001: 444–
5）。































































































































































































































（Howson and Moggridge1990: 224; Pressnell 
73パワーと金融：1945年英米金融交渉と金融協定の研究















































































































































































































































































① ケインズ 1944年 1月 11日付「対日停戦後
の移行期における対外金融に関する覚書」
　 この覚書の “III The ‘Sterling Area’ System 













②  1944年 11月 6日付イングランド銀行総裁
宛の書信





















による合意はない (no written agreements)」
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